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分担研究報告書

 

【１】睡眠習慣に関する介入研究 

⑤夜勤者に対する介入研究 

「夜間勤務のある工場従業員に対する睡眠教育による介入研究」 

 

研究分担者 井谷修 1, 兼板佳孝 2, 池田真紀 1 

  

 1 日本大学医学部社会医学系公衆衛生学分野 

2 大分大学医学部公衆衛生・疫学講座 

 

研究要旨 夜勤者に対する介入研究として工場従業員（約 800 人）を対象に睡眠衛

生教育を実施した。まず平成 25 年 12 月にベースライン調査を実施（職員全員を対

象）し，その後平成 26 年 1月に睡眠習慣改善のための教育講演およびリーフレット

配布による睡眠教育を一部職員に実施した。その効果判定のため平成 26 年 3月にフ

ォローアップ調査を対象職員全員に実施した。得られたデータをもとに，睡眠教育

を受けた群と受けなかった群での睡眠障害や睡眠習慣の改善に違いがあったかどう

かについて解析を行い，睡眠教育の効果について検討した。 

A. 研究目的 

 現在，24 時間型社会の中で深夜勤務に従事

している従業員は従業員全体の 21.8 %にのぼ

る。1 夜間勤務や交替制勤務を行う従業員は概

日リズムに逆らって働き，眠るため，様々な安

全リスク・健康リスク・社会リスクに晒されて

いる。2こういった状況下にあって，交替制勤

務者に対してよりよい睡眠を取得してもらう

ことは非常に社会的意義のあることだと思わ

れる。睡眠状態改善のためのアプローチとして

は，大きく分けて個別のアプローチと集団への

アプローチがあるが，より社会的に広い効果が

見込まれるのは集団的アプローチであろう。こ

れまでの睡眠科学の研究進歩によりもたらさ

れたエビデンスにもとづき，集団に対して睡眠

衛生教育を行い，集団全体の睡眠状態を改善さ

せることは，社会全体のパフォーマンスの改善

に非常に有用なアプローチであることが予想

される。しかしながら，これまでのところ集団

的な睡眠教育による介入研究によって睡眠習

慣に対して働きかけを行い，その改善効果につ

いて科学的に検証された研究は少ない。3 そこ

で，今回我々は交替制勤務を行っている労働者

を対象として睡眠改善のためのポピュレーシ

ョンアプローチによる介入を行い，介入効果の

検討をした。 

 

B. 研究対象と方法 

 研究対象は某県にあるエンジン部品を 24 時

間体制で製造する工場に勤務する従業員（約

800 名）とした。平成 25 年 12 月に睡眠状態や

生活習慣についての無記名自記式質問票（６ペ

ージ）による調査（資料１～３）を従業員全員

に対して実施した。質問としては，睡眠障害の
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程度を評価するために PSQI（Pittsburgh 

Sleep Quality Index）4, 5を用い，昼間の眠気

については ESS (Epworth sleepiness Scale)

を使用した。6-8また，睡眠に関係した生活習慣

や労働災害・ヒヤリハットの経験などについて

も質問した。平成 26 年１月に従業員の一部（約

290 名が参加）に対して睡眠指針に基づいた１

時間程度の教育講演を行い参加者には講演内

容に関係したリーフレットを配布した（資料４, 

５）。平成 26 年３月に初回調査とほぼ同じ内容

による再調査を従業員全員に実施した（表１）。 

 睡眠衛生教育による介入効果を検討するた

め，まずは睡眠改善に関連がある生活習慣の改

善の有無をみた。非介入群と介入群に分けた上

でそれぞれの実践の有無について McNemar 検

定を用いて前後比較を行った。更に PSQI 得点

や ESS 得点について郡内比較（前後比較）は

Paired-T 検定にて，群間比較（非介入群と介

入群比較）は Unpaired T 検定にて比較を行っ

た。労働災害・ヒヤリハットの経験については

McNemar 検定を用いて前後比較を行った。 

 [倫理面への配慮] 

 調査の実施にあたって，自記式質問票は無記

名とし匿名性を確保した。また，文書にて研究

協力の可否を得た。本研究は，日本大学医学部

倫理委員会ならびに大分大学医学部倫理委員

会の承認を得て実施した。 

 

C. 結果 

 表２にベースライン調査時点での男女別の

プロフィールを示す。この集団では男性の

66.0%・女性の 49.2％が深夜勤務に従事してい

た。また，睡眠障害の指標である PSQI 得点に

ついては，何らかの睡眠障害が疑われる 6点以

上の得点のものが男性で 35.6%，女性で 41.5%

であった。日中の過度の眠気の指標である ESS

得点については，病的な眠気が疑われる 11 点

以上のものが男性で 26.2％，女性で 34.6%であ

った。男性の 27.2%，女性の 13.0%に寝酒習慣

が認められた。 

 表３に男性における睡眠によい生活習慣の

実践における介入前後の比較検定の結果を示

す。12 個ある生活習慣でいずれも介入前後で

有意な変化を認めなかった。表４に女性におけ

る睡眠によい生活習慣の実践における介入前

後の比較検定の結果を示す。“寝酒をしないよ

うにした”という項目について非介入群では

介入前後に有意な変化はなかったが，介入群に

は実施傾向が高まる傾向が認められた

（p=0.063）。 

 表５に男女別の PSQI 得点の非介入・介入群

それぞれの介入前後比較の結果を示す。男女そ

れぞれ共に，非介入群・介入群それぞれの得点

の前後比較を行ったが，有意差は認められなか

った。 

 表６に男女別の ESS 得点の非介入・介入群そ

れぞれの介入前後比較の結果を示す。男女それ

ぞれ共に，非介入群・介入群それぞれの得点の

前後比較を行ったが，有意差は認められなかっ

た。 

 表７に男女別の労働災害・ヒヤリハットの経

験について非介入・介入群それぞれの介入前後

比較の結果を示す。男女それぞれ共に，非介入

群・介入群それぞれについて前後比較を行った

が，有意差は認められなかった。 

 

D. 考察 

 今回の教育講演および教育リーフレット配

布による介入により，女性において寝酒習慣中

断の傾向が認められたが，男性・女性共に不眠

状態や昼間の眠気の指標に有意な改善はみら

れなかった。労働災害やヒヤリハットの経験も

有意な改善はみられなかった。 

 今回は集団全体における介入効果を検討し

たが，今後は得られたデータをさらに詳細に解

析し，サブグループごとの感度分析を含めて，

介入効果が認められた群の特徴を抽出し，プロ

グラムの改善やアプローチの手法などの改良

を進めていく予定である。 
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E. 結語 

 夜勤者に対する介入研究として工場従業員

を対象に睡眠衛生教育を実施した。睡眠教育を

受けた群で一部生活習慣の改善傾向が認めら

れた。 
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F. 健康危険情報 

 特になし 

 

G. 研究発表 

G-1. 論文発表 

なし 

G-2. 学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。）           

1. 特許取得 

なし   

2. 実用新案登録  

なし    

3. その他   

なし
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資料２ 
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資料３ 
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資料４ 
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資料５ 
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表１ 調査および教育講演の流れ 
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表２ ベースライン時点における男女別プロフィール 
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表３ 
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表４ 
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表５ 
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表６ 
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表７ 


